
06040100 住民自治を支える財務体質の確立
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
3

62 64 66 68 70 Ｄ
福 パーセント 61

57.6 64.5 60.1 - - △10.0

06040200 公共施設等財産管理基盤の構築
暮

人々が集まり活動できる「場」があると感じている人の割合
4 ら

44 44.7 45.4 46 47 Ａ
し ％ 43

35.1 40.1 46.1 - - 77.5

06040200 公共施設等財産管理基盤の構築
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
5

62 64 66 68 70 Ｄ
福 ％ 61

57.6 64.5 60.1 - - △10.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｆ 最終更新日：平成30年06月13日 1頁

前期基本計画 平成２９年度 基本施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

１．基本施策の平成29年度までの実現状況を明らかにする

住民自治を支える財政体質の確立を図るとともに、「公共施設等総合管理計画」の策定を通して今後の財産管理と活用の基

盤を構築し、次代につなげる財務基盤を整えること目指します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮 財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 ら 6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 Ｄ
％ 6.1

し 6.9 7.4 0 - - 0.0

暮 財政健全化判断比率（将来負担比率）

2 ら 45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 Ｄ
％ 51.3

し 60.4 71.8 0 - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

3 62 64 66 68 70 Ｄ
パーセント 61

福 57.6 64.5 60.1 - - △10.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（実質公債費比率）
1 ら

6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 Ｄ
し ％ 6.1

6.9 7.4 0 - - 0.0

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（将来負担比率）
2 ら

45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 Ｄ
し ％ 51.3

60.4 71.8 0 - - 0.0
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す。

Ａ 必要

組

なし

政策達成には、引

み

き続き同一内容の基本

と

施策の実施が必須であ

方

るため、見直しの必要

針

はありません

(１) 

に

平成31年度方針策定

つ

に際し、今後の方向性

い

や引継課題
Ｂ 課題あり

て

【今後の方向性】

引き

の

続き財政基盤の確立の

達

ため、財政構造改革の

成

取組と財産のストック

（

情報の整理を推進しま

実

す。

【引継課題】

・行

現

政サービスと受益者負

）

担の適正な状態を、市

状

民を含めた市全体で共

況

通認識の醸成を図るこ

(

とが必要です。

・公共

１

施設等総合管理計画の

)

個別計画の策定（平成

 

32年度まで）

基本施策の実現に影響する社会環境変化

(２) 政策との関連性から基本施策の見直し

４．基本施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

様式Ｆ 最終更新日：平成30年06月13日 2頁

前期基本計画 平成２９年度 基本施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

２．基本施策の実現に向けての平成29年度までの取り組み状況を分析する

Ｂ 概ね達成した

自主財源の拡大に向けた取り組みは、平成27年度から取り組んでいる財政構造改革の中で実施し、平成29年度も引続き歳入

歳出両面からの見直しを図りました。一般会計決算の実質単年度収支が2年連続黒字の見込みとなり、財政構

政

造改革の取り

組みの成

 

果が表れ始めたと考え

 

られます。

また、イン

 

フラを含めた公共施設

 

の管理等の方針を定め

策

た公共施設等総合管理

:

計画に続く個別計画の

基

素案作りをしました。

本

(２) 基本施策内の

施

取り組みと方針のうち

策

、平成29年度の重点

:

課題の達成（実現）状

主

況
Ｂ 概ね達成した

【重

管

点課題】財政構造改革

課

の継続推進、財産のス

長

トック情報の精緻と分

職

析

【重点課題に対する

・

達成状況】財政構造改

氏

革の継続推進について

名

は、インセンティブ予

関

算制度の検討、予算編

係

成過程におけ

る検討案

課

件の整理、歳入拡大に

長

向けた情報共有会議を

職

実施しました。

また、

・

財産のストック情報の

氏

精緻と分析については

名

、新公会計制度に対応

(

する固定資産台帳を作

１

成し分析結果を含めホ

)

ーム

ページ上へ公開し

 

ました。

３．基本施策

基

の実現に向けての平成

本

29年度実施後での変

施

化を認識する

Ｂ 社会環

策

境変化あり

消費税改正

目

の時期が2019年（

標

平成31年）10月1

の

日に延期され、社会保

達

障費の財源を赤字国債

成

で賄うことも予想され

（

るなど、

財源確保が明

実

確化されていないこと

現

、また、国において地

）

方公共団体の基金残高

に

増を理由に地方交付税

向

を調整する動きがあ

る

け

こと等から、国、地方

た

の財政運営は非常に厳

計

しい局面を迎えるもの

画

と思われます。

201

期

8年（平成30年）6

間

月に、国から示された

内

「骨太の方針」も地方

の

一般財源の総額を考え

取

るうえで非常に重要に



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(２)所管施策別事業実績表

No 施    策    名
計画額 実績額 比較 (%)

様式Ｆ 最終更新日：平成30年06月13日 3頁

前期基本計画 平成２９年度 基本施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

06040100  住民自治を支える財務体質の確立

87,600 64,137 △26.8

06040200  公共施設等財産管理基盤の構築

7,947 9,258 16.5


